
�愛媛県告示第４５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール新居浜 新居浜市前田町８番
８号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

イオン株式会社ほか
４４者

イオンリテール株式
会社ほか５２者

平成２０年
８月２１日
ほか

平成２２年
１月８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定………………………………………………２９

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）…………………………２９

○ 加入区の設定（養殖共済）…………………………………………………３０

発 行 愛 媛 県

○ 漁業の免許……………………………………………………………………３０

○ 義務付保の同意を求めるための事前届出及び指定漁船調書の縦覧……３１

○ 道路の供用開始（県道岩城弓削線）………………………………………３１

○ 建設業者の許可の取消し……………………………………………………３２

告 示

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

かいてき調剤薬局枝松店 松山市枝松一丁目９番４５号 有限会社アメニティ・ライフ・エイド 精神通院医療
（薬局）

平成２２年
１月１日

ハッピー薬局高岡店 松山市高岡町１７８－３ 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療
（薬局）

平成２２年
１月４日

毎週（火・金）曜日発行 第２１３３号 平成２２年１月１９日

平成２２年１月１９日火曜日 第２１３３号
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�愛媛県告示第４７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール新居浜 新居浜市前田町８番
８号

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計 ３８，１５８㎡ ４７，３３６㎡ 平成２２年

９月９日
平成２２年
１月８日

駐車場の位置及び収容台数 ２，７００台 ３，４０１台

駐輪場の位置及び収容台数 ９３０台 １，０９２台

荷さばき施設の位置及び面積 ６３６㎡ ８０５㎡

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 ２００� ２３４．２�

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻 午前９時 午前８時

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時３０分から午
後１１時３０分まで

午前７時３０分から午
後１１時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ７箇所 ７箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第４８号
漁業災害補償法（昭和３９年法律第１５８号）第１１８条第３項の規定に

より、一定の水域を次のように定める。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

かき養殖業

加入区の名称 区 域

宇和海第９加入区 宇特区第３５２号漁業権漁場の区域

�愛媛県告示第４９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１０条の規定に基づき、平成２２年１月１５日次のように区画漁業を免許した。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

免 許 番 号 漁 業 権 者 の 住 所 及 び 氏 名 免 許 の 内 容 漁 業 権 の 存 続 期 間

燧特区第１０７号 越智郡上島町弓削下弓削８３９番地３
弓削漁業協同組合

平成２１年１０月１５日付け愛媛県
告示第１２６４号のとおり

平成２２年１月１５日から
平成２６年３月３１日まで
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�愛媛県告示第５０号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出事項

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

西宇和郡伊方町田部
７６６番地

梶 原 磯 雄

西宇和郡伊方町神崎
３４９番地２

和 田 稔 治

西宇和郡伊方町大久
１０９２番地

佐々木 和 夫
四 ッ 浜 八幡浜漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２２年１月１９日から同年２月２日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八幡浜 支 局 管 内 の 加 入 区

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八 幡 浜 支 局 水 産 課

�愛媛県告示第５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

燧特区第１０８号 〃
〃 〃 〃

燧特区第１０９号 〃
〃 〃 〃

燧特区第１１０号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３５２号 宇和島市築地町二丁目６番地２３号
うわうみ漁業協同組合 〃 〃

宇特区第３５３号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３５４号 宇和島市津島町嵐番外２３番地２
下灘漁業協同組合 〃 〃

宇特区第３５５号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３５６号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３５７号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３５８号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３５９号 〃
〃 〃 〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町生名５０番２地先から

越智郡上島町生名４８番２まで
平成２２年１月１９日
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�愛媛県告示第５２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年１月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１７）第６００２号 平成１８年
３月１３日 宮本建築 宮本 久 北宇和郡鬼北町大字下鍵

山７４６
平成２１年
１２月３日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第９５１７号 平成１７年
５月１９日 （株）佃建設 佃 クスミ 大洲市若宮９２０－６ 平成２１年

１２月２４日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
塗装工事業
防水工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止

（般－１７）第９８５３号 平成１７年
７月４日 牧野建設 牧野 淳 西予市野村町野村１－４８１

－２
平成２１年
１２月２５日 建築工事業 建設業の廃止

（法人成り）

平成２２年１月１９日 発行

愛 媛 県 報 第２１３３号平成２２年１月１９日
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